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株 主 の 皆 様 へ 
 

 株主の皆様には、平素よりご支援とご高配を賜り誠にあり
がとうございます。 

 
 さて、当社第31期中間会計期間（平成25年１月１日から平
成25年６月30日まで）の事業の概況についてご報告申し上げ
ます。 
 当中間会計期間の我が国経済を振り返りますと、政府の金
融緩和や財政出動への期待感から、円安・株価上昇の動きが
進み、景気回復感が緩やかに高まってきております。しかし
ながら、世界経済においては欧州市場の停滞や新興国経済の
減速、為替・株価の不安定な動きが続くなど、全体として先
行き不透明な状況が続いております。 
 情報サービス業界におきましては、一部の顧客のＩＴ投資
に前向きな姿勢が見られましたが、受注時の技術・納期・価
格面での競争が激しく、厳しい経営環境で推移しております。 
 このような経済環境の中、当社の主要なマーケットであり
ます製造業の分野では、住宅メーカー、住宅設備メーカー、
新エネルギー関連企業のＩＴ投資が活況でありました。また、
公共事業の分野でも防災・減災関連やインフラ維持管理テー
マへの予算配分が増加傾向にあります。 
 当中間会計期間のソリューションサービス事業は、消費税
率引上げに伴う駆込み需要の確実な取り込みを目指す内需系
メーカーから営業支援システムの引き合いが増加し、増収増
益を達成いたしました。また、エンジニアリングサービス事
業も、防災・減災関連の好調な引き合いと、ＣＩＭコンサル
タント事業の進展、前事業年度より継続している効率的な生
産体制によるコスト削減の結果、増収増益を達成いたしまし
た。 
 これらの結果、当中間会計期間の売上高は1,290,802千円 
(前年同期比9.7％増)、営業利益は205,657千円（前年同期比
149.1％増)、経常利益は210,405千円（前年同期比141.7％増)、
中間純利益は193,556千円（前年同期比127.9％増）となりま
した。 

 
 セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。 
 ・ソリューションサービス事業 

製造業向けソリューションサービスについては、業務
の効率化を支援する自社ソリューションを中心に展開し
ております。前事業年度後半より消費税率引上げに伴う
駆込み需要に向けたＩＴ投資の活性化もあり、受注状況
は好転し、順調に伸長しております。 

また、中核事業である住宅及び住宅設備メーカー向け
営業・保守支援システム、太陽光パネル見積システムの
受注は順調に拡大しており、前事業年度より販売を開始
したアフターサービス向けＣＲＭ（製品名：Ｆｉｅｌｄ
Ｐｌａｎｎｅｒ）はアフターサービス充実の流れもあり、
着実に立ち上がっております。 
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今後は、新たなソリューションであるＷｅｂＣＡＤに
よる営業支援システム及びＰＬＭ（製品名：ＡｒａｓＩ
ｎｎｏｖａｔｏｒ）の早期案件獲得に注力し、更なる事
業拡大を目指してまいります。 

また、新たな試みとして、消費税率引上げ後をにらん
だ営業力強化のための営業提案ソリューション（製品
名：営業ＳｏｌｕｔｉｏｎＮＡＶＩ）の販売を開始して
おります。 

これらの結果、当中間会計期間の売上高は661,767千円 
(前年同期比8.9％増)、セグメント利益は152,932千円 
(前年同期比66.9％増）となりました。 

 
 ・エンジニアリングサービス事業 

社会の安心・安全への要請の高まりから、防災・減災
関連事業では地盤・構造解析及び津波解析業務が増加し、
市場の拡大が見込まれるインフラアセットマネジメント
事業では下水道施設等のアセットツール開発や施設長寿
命化策定コンサルタント業務が伸張しました。また、環
境関連事業では、エネルギー需給等の市場動向により環
境アセスメント関連業務が堅調に推移したほか、小売業
の業態流動化に伴い大規模小売店舗立地法コンサルタン
ト業務も手堅く推移しております。 

当期から本格的に事業を開始したＣＩＭコンサルタン
ト事業は、土木分野における３次元データによる設計・
施工・維持管理の要請から、システム導入支援、３次元
モデリング、データコンテンツ販売等関連業務が着実に
立ち上がっております。 

また、新たな試みとして、大量データ解析（空間・統
計・相関）のノウハウを活かし、地域防災、気象災害、
生活環境に関する意思決定支援サービスの事業化に取り
組んでおります。 

これらの結果、当中間会計期間の売上高は629,034千円 
(前年同期比10.5％増)、セグメント利益は164,695千円 
(前年同期比52.2％増）となりました。 

 

 

 
平成25年８月 代表取締役社長 前 原 夏 樹
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中間貸借対照表 
(平成25年６月30日現在) 

 
(単位：千円) 

 
科    目 金  額 科    目 金  額

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品

仕 掛 品

貯 蔵 品

預 け 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

 有形固定資産 

建 物

そ の 他

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

差 入 保 証 金

投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

1,689,385

361,439

195,148

248

289,009

1,644

800,000

39,876

4,096

△2,078

111,391

29,280

15,811

13,468

8,984

73,127

61,922

26,324

△15,119

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

前 受 金

賞 与 引 当 金

受注損失引当金

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 未 払 金

資 産 除 去 債 務

繰 延 税 金 負 債

442,681

78,669

20,823

128,475

14,095

10,667

189,949

16,034

2,732

10,581

2,719

負 債 合 計 458,715

(純資産の部) 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金

1,341,149

600,000

391,755

352,427

△3,033

911

911

純 資 産 合 計 1,342,061

資 産 合 計 1,800,776 負債及び純資産合計 1,800,776
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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中間損益計算書 

(平成25年１月１日から
平成25年６月30日まで)

(単位：千円) 
 

科          目 金         額 

売 上 高 1,290,802 

売 上 原 価 869,593 

売 上 総 利 益 421,208 

販売費及び一般管理費 215,551 

営 業 利 益 205,657 

営 業 外 収 益 4,747 

経 常 利 益 210,405 

税 引 前 中 間 純 利 益 210,405 

法人税、住民税及び事業税 16,890 

法 人 税 等 調 整 額 △41 

中 間 純 利 益 193,556 

 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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役 員 
(平成25年６月30日現在) 

 

代 表 取 締 役
社 長

 前 原 夏 樹

常 務 取 締 役 船 橋 俊 郎

取 締 役 岩 越 弘 行

取 締 役 中 尾 敏 明

取 締 役 瀧  浪  壽 太 郎

取 締 役 本 田 仁 志

取 締 役 内 村 弘 幸

取 締 役 荻 野 正 人

監 査 役 室 田 忠 久

監 査 役 平 井 孝 始

監 査 役 諏 訪 原  敦  彦

 

会 社 の 概 要 
(平成25年６月30日現在) 

 

商 号 応用技術株式会社 

(英訳名 APPLIED TECHNOLOGY CO., LTD.) 

本 社 大阪市北区本庄東一丁目１番10号  

RISE88 

設 立 昭和59年６月 

資 本 金 600,000千円 

事 業 内 容 (ソリューションサービス) 

パッケージソフトウェアをカスタマイズ

し、お客様個々の問題解決に最適なシス

テムを提供 

(エンジニアリングサービス) 

環境、防災分野における専門性と高度な

解析技術及びGISを駆使したサービスを

提供 

発行済株式総数 28,584株 

従 業 員 数 152名 
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事 業 年 度 毎年１月１日から12月31日まで

  

定 時 株 主 総 会 毎年３月開催 

  

基 準 日 定時株主総会 毎年12月31日

その他必要がある場合は、 

あらかじめ公告して定める日

  

【株式に関する住所変更等のお届けおよびご照会について】

 証券会社に口座を開設されている株主様は、住所

変更等のお届出およびご照会は、口座のある証券会

社宛にお願いいたします。証券会社に口座を開設さ

れていない株主様は、下記の電話照会先にご連絡く

ださい。 

  

株主名簿管理人および

特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

三井住友信託銀行株式会社 

  

株主名簿管理人事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

三井住友信託銀行株式会社 

証券代行部 

  

（ 郵 便 物 送 付 先）
 

〒168-0063 

東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

三井住友信託銀行株式会社 

証券代行部 

 

（ 電 話 照 会 先）   0120-782-031 
 

(
インターネット

ホームページURL)
http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

 

 

公 告 の 方 法 当社のホームページに掲載し

ます。 

http://www.apptec.co.jp/ 

但し、事故その他やむを得な

い事由によって電子公告によ

る公告をすることができない

場合は、日本経済新聞に掲載

して行います。 

  
 

株主メモ

 


